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［要約］ 社会的課題に関する話し合いの仕掛けとして,市民参加型手法を教材に組み込む試みが存在する（内

田,2018など）。先行研究のように意思決定・合意形成を促す教材は,扱いたい題材（テーマ）の教材が存在しない

場合に,新たな教材を作成する必要があることや,生徒やクラスの状況に合わせた教材の修正や指導が難しいことな

どが課題として挙げられる。この課題に対して,市民参加型手法を組み込んだ教材の各指導者による作成を支援す

ることが有効であると考える。そのため本研究では,教員の教材作成を支援するマニュアルを開発し,その効果と課

題を明らかにすることを目的とする。

本研究の結果,教員の教材開発を支援するマニュアルを開発した。さらにこのマニュアルに従うことで,被験者

（教育実習未経験の学生）は,市民参加型手法を取り入れた理科教材を自力で作成することができた。まず,学生に

よるマニュアルへの記入状況や,学生が実際に作成した教材を確認する中で,意思決定・合意形成に関連する教材作

成を支援するために必要な課題を考察した。一方で,これらの結果は,限られた被験者に対する結果であるため容易

な結論は出せないものの,今後の教材作成支援に関する研究の基盤となりうる結果となったと考える。

［キーワード］ 意思決定 ,合意形成 ,社会的課題 ,教材作成支援 ,試験的研究

1. はじめに

私たちの生活では,機能性表示食品の選択購入や臓器

提供の意思表示のような各個人の意思決定が求められ

る場合がある。このような意思決定は直感的に選択する

ことができる。一方で,結果的に人命に関わる場合があ

り,重要な意思決定が従来よりも身近になってきている

といえる。また,各個人の意思決定にとどまらず,議論の

場を設け,合意形成することが必要な場合も存在する。

とくに,環境問題に関する社会的課題には専門家や役人

だけでなく,ステークホルダーや一般市民も合意形成の

場に参画することがある。例えば,国土交通省（2022）

は,市民参画の例として,国内外の意見反映や共同決定

の事例を複数紹介している。

さて,学校教育の視点で,例えば,理科の学習指導要領

解説（文部科学省,2018）に「科学的な根拠に基づいた意

思決定」の場面設定が求められている。理科には,「合意

形成」という明記はないが,意思決定に関連する記述の

中に「話合い」という明記があることなどから少なから

ず意識する必要があるだろう。

こうした場面の指導において市民参加型手法1)を簡略

化したうえで導入し,指導する研究・実践が存在する。

例えば,内田（2015）は,シナリオ・ワークショップと呼

ばれる市民参加手法を用いてエネルギー政策に関して

の意思決定・合意形成を促す理科教材を開発している。

真鍋・佐々木（2009）は,社会・市民教育に関連する研

究・実践として,コンセンサス会議と呼ばれる市民参加

型手法を用いた実践を行っている。

このほかにも,社会的課題に対する議論を促す教材を

開発している研究が複数存在する（例えば,福井・岩

本,2015 ,内田,2018など）。これらの先行研究では,意

思決定の場面設定への一定の有用性を示している一方

で,開発された教材（取り上げられた題材）が少ないこ

と,生徒の状況や指導者の意図に応じた調節ができない

こと,情報が古くなることなどが課題として挙げられる。

学校での実践という視点では,各教員が意思決定・合

意形成を促す教材を作成することができれば,これらの

課題に対する解決の一案となると考えた。ただし,教員

は授業準備以外の業務が多いため,教材開発を行う時間
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がすくない。また,社会的課題は複雑な視点が絡み合う

ため,教材を作成することは難しい。

そこで,本研究では,市民参加型手法を用いて生徒の

意思決定・合意形成を促す教材を教員が作成すること目

指し,教材作成過程の支援をするマニュアルを開発する。

さらに,大学生に対する試行結果を通して作成したマニ

ュアルの課題を検討する。

2. 開発したマニュアルについて

本研究では,意思決定・合意形成を促すことを念頭に

おいた教材を教員・指導者が独自に作成することができ

るように以下（表 1）の 6 つの Word ファイルを開発し

た。この6つを総称してマニュアルと呼ぶ。表1を順に

説明する形でマニュアルの概要を説明する。

表1:マニュアルの内訳 2)

2-1. 「マニュアルの手引き」について

まず,教材作成者が閲覧する「マニュアルの手引き」

（紙面の都合により省略する）をもとに本稿で紹介する

ようなマニュアルの内訳や全体の流れを確認する。なお,

教材作成者が使用する手法ごとに用意されている説明

のページ数が異なる。

2-2. 「フローチャート」を用いた題材決定

次に,「フローチャート」（図1）を用いて,題材の整

理・決定や,使用する市民参加型手法の決定,評価方針の

決定などを行う。

教材作成者は,Q1～Q9の設問に回答することで題材に

関する情報を整理する。紙面の都合ですべてを資料に載

せることができないため,手順をまとめた（図 2）。な

お,Q1～Q9の設問は過去に開発された教材内（内田,2014

や福井ら,2022など）で扱われている設問や問いかけを

参考に設定している。

まず,Q1 では,すでに実施したい話し合いの題材が決

まっている場合に題材やキーワードを記入する項目で

ある。次に,Q2～Q4 では,教員が実施したい話し合いの

題材が決まっていない場合に,環境問題・科学技術・食

品関係など 12 種類（＋その他）の中から興味のある題

材を選択する。また,題材の時間軸（例えば,災害など過

去から学ぶ課題,現在議論されているような課題,未実

装や未知の技術に関する課題など）を作成者が議論を促

したい題材に合わせて決定する。次にQ5では,問題の原

因や発端,歴史などを一問一答形式で作成者が回答する

ことで,整理する過程である。次に Q6 では,題材に関す

る様々なメリットやデメリットを整理する。次に Q7 で

は,使用する市民参加型手法を市民陪審,シナリオ・ワー

クショップ,コンセンサス会議の 3 つの手法から選択す

る 3)。また,この際に,マニュアルの中で手法の説明を行マニュアルの内訳 Word 本報告での図表

マニュアルの手引き 2～4枚 紙面の都合で省略

フローチャート 7枚 図1

導入テンプレート（表面） 1枚 図3

話し合いテンプレート（裏面） 1枚 図4

手法ごとの手引き 4枚程度 図5

授業実践の手引き 2枚 紙面の都合で省略

図1:「フローチャート」の例

図2:題材決定に関する手順
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っている。次にQ8では,生徒に提示する題材を「〇〇に

ついて考えよう」のようにタイトルとして決定する。こ

の過程で設定したタイトルは,実際の教材に反映する。

最後に Q9 では,マニュアルによって作成された教材に

よる学習活動を評価するための基準を決定する。ここで

は,評価の基準としているが,ルーブリックなどの達成

度を示すものではなく,評価の方針の中で重視するもの

を決める。例えば,「単元として興味を持ってもらえた

か」「生徒が主体的に話し合いを行えているか」などの

観点を設定し,教材作成者の重視する評価観点を明確化

する。

2-3. 「導入テンプレート」を用いた教材作成

「フローチャート」によって題材の整理・決定を終え

ることで,「導入テンプレート（表面）」（図3）の記入

に進む。「導入テンプレート（表面）」は,両面表裏1枚

で印刷（A3サイズ）することを想定したテンプレートで

ある。なお,両面 1 枚のなかに市民参加型手法の過程を

組み込む工夫は福井らの一連の研究を参考にした。例え

ば,福井（2022）で複数の開発教材を紹介している。福井

は大幅に簡略化したことで現場での導入の難度を下げ

る工夫を行っている。

「導入テンプレート（表面）」で作成者が記入する項

目は,4 つある。1 つめは,先述した「フローチャート」

のQ8で決定したタイトルを記入する。2つめにQ5で題

材に関する知識として生徒に伝えるべきであるという

内容を記入する。3 つめに Q6 で整理した題材に関する

メリット・デメリットを例として記入する。4つめに選

択した手法の説明を記入する。なお,市民参加型手法に

関する説明文はあらかじめ筆者らが用意しており,作成

者は書き写すことができる。

2-4. 「話し合いテンプレート」の選択と教材完成

「導入テンプレート（表面）」の作成を終えると,次に

「話し合いテンプレート」（図4）の選択を行う。この

「話し合いテンプレート」は,筆者らが事前に開発して

いる。前節と作成者が記入した「導入テンプレート（表

面）」と合わせて印刷することを想定している。なお,裏

面に組み込まれている手法は,市民陪審,シナリオ・ワー

クショップ,コンセンサス会議で別々のものを開発して

いる。例えば,図4は市民陪審を簡略化した内容であり,

班の活動手順が記載されている。

2-5. 「手法ごとの手引き」を用いた授業準備

話し合いに関する教材以外に手法によって準備が必

要な場合に「手法ごとの手引き」（図 5）を使用する。

例えば,市民陪審には証人（専門家や参考人）を招致す

る手順が存在する。この手順は,利害関係者や専門家を

呼び,複数の立場における公平な意見を取り入れ,議論

を深めるために行われる（相良,2002）。学校現場で実際

図3:「導入テンプレート」の例

図4:「話し合いテンプレート：市民陪審」の例

図5:「手法ごとの手引き」の例
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に専門家や利害関係者を招致することは難しいので,先

行研究（例えば,福井ら,2012など）では,事前に利害関

係者や専門家の意見を用意し,生徒に伝えることで補っ

ている。本研究での教材作成場面においても同様に証人

招致の資料を作成する。その支援を行うことを目的に作

成した。

2-6. 「授業実践の手引き」について

教材を作成後,生徒を対象にした実践を行う際に,作

成者による授業実践の手順書として「授業実践の手引き」

を開発した。これは,授業の進行や注意点,教材の使い方

を示した資料である。本報告では,紙面の都合上省略す

る。

3. マニュアルの試行について

本研究で開発したマニュアルの効果と課題を検討す

るため,中学・高校理科の教員免許取得を目指す学生 1

名（2020年時,大学3年生）に協力してもらい教材作成

を体験してもらった（図6）。なお,この学生は,筆者ら

が所属していた研究室の学生であり,コロナ禍で依頼し

やすい対象であったため,対象者とした。ただし,研究の

内容やマニュアルの詳細については試行依頼前には開

示していない。また,試験的研究であるため,1名のみを

被験者とし,マニュアルによる教材作成の使い勝手や不

具合を確認するため,近くで観察していた。

本試行では,教材作成後にマニュアルを用いた実際の

授業を実施することができなかったため,教材作成が可

能かという観点と,その際の課題や改善点を考察するこ

とを目的とする。

試行は対象者の負担を考慮し,2 日間に分けて実施し

た（表2）。

表2:試行の日時と所要時間

実施日時 作業時間

2020年10月10日 44分

2020年10月11日 60分

1日目は,「フローチャート」を用いて題材決定と手法

の決定などを行ってもらった。題材は,外来生物のブラ

ックバスで,使用する手法は市民陪審となった。2 日目

は,「導入テンプレート」に記入することで教材作成を

行ってもらった。

作成者は,特に困った様子もなく作業を行っていた。

また,作業中はインターネットを利用できる環境で行っ

ていたため,論文や Web サイト,持参していた外来生物

に関する本をもとに調べながら記入していた。「導入テ

ンプレート」はPC上で作成し,「フローチャート」は事

前に印刷（A4サイズ7枚）していたものに記入する形で

作業を行ってもらった。

4. 試行結果と考察

まず,題材の整理・決定に用いる「フローチャート」

への試行時の記入の状況からマニュアルの効果と課題

について考察する。例えば,題材に関する情報を一問一

答形式で整理する過程（図7）では,任意の題材にマニ

ュアルは対応でき,対象者は回答することができてい

る。ただし,教科書での扱いについては未記入であっ

た。作成する場に教科書の用意はしていなかったため,

あらかじめ用意してもらうか,手元にない場合でもWeb

図6:試行の様子（個人情報保護のため加工済み）
図7:「フローチャート」の記入例1
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上の学習指導要領などを利用することを促す記述をマ

ニュアルに追加する必要がある。

次に,メリットやデメリットを整理する過程（図8）

では,「ブラックバスの駆除」という観点で,メリット

やデメリットを挙げるだけでなく,どの視点からのメリ

ットやデメリットであるかを記入することができてい

た。例えば,「生態系にメリットがある」や「市民のデ

メリット」とそれぞれの観点や立場を明確にしている

ことがわかる。

これらを踏まえ,対象の学生が作成した教材が図９で

ある。作成された教材は写真やイラストがなく,文章量

も多くないため,想定よりも淡泊な印象を受ける。対象

者は,試行時に記入した内容として,題材（ブラックバ

ス）の概要,導入の発端,問題点を挙げて作成してい

る。この他にも,話し合い教材において一般的に取り上

げられる可能性がある内容として,ブラックバスによる

被害額や対処方法,外来生物そのものの概要に関する言

及などが考えられるが,今回は記載がなかった。また,

教材内では,生徒がメリット・デメリット検討するため

に例を挙げる形となっている。

対象者に対する事後調査として,「今回のプログラム

で制作した教材のような話し合いを授業で行いたいと

思いますか？」という問に対して「是非行いたい」と

回答しており,本報告の意思決定・合意形成の授業実践

に対して肯定的な感想を得た。

5. 研究のまとめ

本研究で,意思決定・合意形成を促す教材作成を教員

に対する支援するマニュアルを開発した。この意思決

定・合意形成を促す教材開発に関連する研究では,教材

作成の支援という観点での先行研究は,管見の限り見当

たらない。そのため,本研究で開発したマニュアルは一

定の独自性があり,今後の研究の基礎なりうる成果とし

て考えられる。また,マニュアルでは特に教員が選んだ

題材の整理に関して一定の効果があると考えられる。

例えば,誰に対するメリット・デメリットなのかを今回

の対象者が題材の整理の段階で検討していた。何より,

教育実習未経験の学生であってもマニュアルのみで意

思決定・合意形成を組み込んだ教材を作成できる可能

性が示唆された。

本研究の課題・限界,また今後の展望を挙げる。

まず,今回の試行によって教材の作成自体は可能にな

ったが,授業実践の場を設けることができなかった。過

去の複数の先行研究によって市民参加型手法を取り入

れることで,意思決定・合意形成を促す教材が教育的な

効果が示されている（例えば内田,2018など）。一方

で,これらの先行研究は,綿密に練られた教材であり,今

回作成された教材では同等の効果あると判断できな

い。また,過去の先行研究との教育的な効果の比較がで

きなかったことは,本研究の課題の一つである。

次に,本試行では,現場に立ったことがない学生が対

象となったが,現場での実践経験がある教員が作成した

場合に支援として実用性があるのかを現時点で示すこ

とはできない。そのため,まず,試行版としての試行結

果のみで報告させていただきたい。今後は現職教員が

作成する際の効果と課題を,教材作成支援と実践を合わ

せて検討する必要がある。

最後に,対象者数が1人であり,効果に対する十分な

検証ができなかった。本研究では,実施時期がコロナ禍

であり,時間的な都合で複数の対象者に実施することが

できなかった。そのため,容易な一般化をすることがで

                                                                                             

〇そもそ もブラ ック バスと は何か

ブラックバスとはアメリカ合衆国東海岸地域を在来生息地としていた中型の淡水魚でコクチバスと
オオクチバスがいるが主にブラックバスのことをいう、現在日本では特定指定魚類にされています。

〇問題の 発端は 何か

ブラックバスはスポーツフィッシングで釣られる魚としてとても人気の魚で、日本にもそのブームが
きたときに密輸されたのがきっかけとされています。そのほかにも卵の移植など様々な原因がありま
が、正確な原因はまだ不明瞭です。

〇問題点 は何か

問題点はブラックバスが生態系に進入することで起こる生態系の破壊です。ブラックバスは捕食性が
高く、繁殖力も高いため周りの生物を捕食しては、卵を生み、その生態系が破壊されていってします。
実際にブラックバスが侵入してきたことによって、ワカサギやアユなどが絶滅しないか危険視されて
いた事例もありました。

〇

『ブラックバスの駆除』について考えてみよう！

今回のテーマについて調べたり考えたりしましょう！ ★テー マに ついて のメリ ット を挙げ よう

例）ブラックバスを駆除することで起こるメリットは生態系の破を防ぐことができます。

★テー マに ついて のデメ リッ トを挙 げよう

例）ブラックバスを駆除することによって起こるデメリットはスポーツフィッシングで利益を上げ
ている企業が大損害の危機に瀕する可能性があります。

年 組 番 氏名            

今 回扱っ ている テー マの現 状につ いて 、あなた も調 べ まし ょう
市民陪審とは、問題の解決策を話し合うときに、専門家だけでなく、市民の意見を取り入れる

ために行う市民参加型手法という方法の一つです。市民の中から 10~20 人を陪審員として選

び、専門家や証人を呼んで（証人招致）、その話を参考にしながら議論には、だいたい 3 ヶ月

の時間をかけて、結論を判決文として公表するのです 。しかし、数回の授業やプログラムの中

で、市民陪審と同じ内容を体験するのは難しいことです。そのため、市民陪審のやり方を簡単

にしたミニ市民陪審のプログラムを作成しました。手順通りに進めれば市民陪審を体験できる

ようになっています。

市 民参加型 手法を体 験しよう ！

図９：試行の結果として作成された教材

図8:「フローチャート」の記入例2
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きないため,一事例として扱いたい。今後は,対象者を

増やしながらマニュアルを修正していく必要がある。

註

1) 市民参加型手法とは,欧州で生まれた参加型テクノ

ロジー・アセスメントの一つである（藤垣,2003）。

市民が,政治に対して公的な場として意見を述べ,政

策決定の場に参画する手法である。市民陪審やコン

センサス会議など必要に応じて複数開発されてい

る。また,日本でも取り入れられた事例がある（例え

ば三上ら,2009）。

2) 本研究で開発したマニュアルは,資料の数が多いた

め,すべては紹介できない。そのため。例を挙げなが

ら概要のみ紹介する。

3) 実施地域や時代によって代表的なものも異なるが,

市民参加型手法を教材に組み込んだ研究として,内田

（2018）や福井・内藤(2018)などがあり,これらの手

法を参考に本研究では,市民陪審,シナリオ・ワーク

ショップ,コンセンサス会議の3つの手法を取り上げ

る。
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